
株式会社明哲貿易 

定   款 
 

 

第１章  総 則 

 

（商 号） 

第１ 条  当会社は、株式会社明哲貿易と称する。 

（目 的） 

第 ２ 条  当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

      １．旅行業法に基づく旅行業 

      ２．旅行業法に基づく旅行業代理店業 

      ３．通訳及び国際観光案内業務 

      ４．道路旅客運送業 

      ５．航空券、乗車券類の受託販売 

      ６．損害保険代理業 

      ７．ホテル業 

      ８．飲食店業 

     ９．労働者派遣事業 

    １０．邦人及び外国人の留学・就業・技能習得に関するコンサルタント業務 

    １１．国際貿易に関するコンサルタント業務 

    １２．輸出入貿易業及び輸出入物品の販売業 

    １３．健康食品及びサプリメントの研究開発、製造及び販売業並びにそれらに係るコ

ンサルタント業務 

    １４．インターネットを利用した通信販売業 

    １５．古物営業 

    １６.一般清掃業務及び管理業務 

    １７.内装業 

    １８. 農畜産物及び水産加工品の国内販売及び輸出入 

  １９．その他前各号に附帯する一切の業務 

（本店の所在地） 

第３条  当会社は、本店を札幌市に置く。 

（公告方法） 

第４条  当会社の公告は、官報に掲載する方法により行う。 

 

 

第２章  株 式 

 

（発行可能株式の総数） 

第５条  当会社の発行可能株式の総数は、５，０００株とする。 

（株券の不発行） 



第６条  当会社の発行する株式については、株券を発行しないものとする。 

（株式の譲渡制限） 

第７条  当会社の発行する株式の譲渡による取得については、代表取締役の承認を受けなけれ

ばならない。 

（相続人等に対する株式の売渡し請求） 

第８条  当会社は、相続、合併その他の一般承継により当会社の譲渡制限の付された株式を取

得した者に対し、当該株式を当会社に売り渡すことを請求することができる。 

（株主名簿記載事項の記載の請求） 

第９条  当会社の株式取得者が株主の氏名等株主名簿記載事項を株主名簿に記載又は記録す

ることを請求するには、当会社所定の書式による請求書に、その取得した株式の株主

として株主名簿に記載若しくは記録された者又はその相続人その他の一般承継人と

株式取得者が署名又は記名押印し、共同してしなければならない。ただし、法令で定

める場合は、株式取得者が単独で上記請求をすることができる。 

（質権の登録及び信託財産の表示請求） 

第１０条  当会社の発行する株式につき質権の登録、変更若しくは抹消、又は信託財産の表示

若しくは抹消を請求するには、当会社所定の書式による請求書に当事者が署名又は記

名押印してしなければならない。 

（手数料） 

第１１条  前二条に定める請求をする場合には、当会社所定の手数料を支払わなければならな

い。 

（基準日） 

 

第１２条  当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権を有する

株主をもって、その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使することがで

きる株主とする。 

    ２ 前項の規定にかかわらず、同項の株主の権利を害しない場合は、基準日後に、募集

株式の発行、合併、株式交換又は吸収分割等により当会社の議決権を有する株式を取

得した者の全部または一部を、当該定時株主総会において議決権を行使することがで

きる株主と定めることができる。 

    ３ 第 1 項のほか、必要があるときは、あらかじめ広告して、一定の日の最終の株主名

簿に記載又は記録されている株主又は登録株式質権者をもって、その権利を行使する

ことができる株主又は登録株式質権者とすることができる。 

（株主の住所等の届出） 

第１３条  当会社の株主及び登録株式質権者又はその法定代理人若しくはその代表者は、当会

社所定の書式により、その氏名又は名称住所及び印鑑を当会社に届け出なければなら

ない。届出事項に変更を生じたときも、同様とする。 

    ２ 当会社に提出する書類には、前項により届け出た印鑑を用いなければならない。 

 

 

第３章  株主総会 

 



（招 集） 

第１４条  当会社お定時株ウシ総会は、毎事業年度末日の翌日から３か月以内に招集し、臨時

株主総会は必要がある場合に随時これを招集する。 

    ２ 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、社長がこれを招集する。 

    ３ 株主総会を招集するには、会日の５日前までに、議決権を有する各株主に対して招

集通知を発するものとする。ただし、招集通知は、書面ですることを要しない。 

（招集手続の省略） 

第１５条  株主総会は、その総会において議決権を行使することができる株主全員の同意があ

るときは、召集の手続を経ずに開催することができる。 

（議 長） 

第１６条  株主総会の議長は、社長がこれに当たる。 

    ２ 社長に事故あるときは、他の取締役がこれに代わる。 

（決 議） 

第１７条  株主総会の普通決議は、法令又はこの定款に別段の定めがある場合を除き、出席し

た議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

    ２ 株主総会の特別決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもってこれを行

う。 

（株主総会の決議の省略） 

第１８条  株主総会の決議の目的たる事項について、取締役又は株主から提案があった場合に

おいて、その事項につき議決権を行使することができるすべての株主が、書面又は電

磁的記録によってその提案に同意したときは、その提案を可決する旨の総会の決議が

あったものとみなす。 

（議決権の代理行使） 

第１９条  株主又はその法定代理人は、当会社の議決権を有する株主又は親族を代理人として、

議決権を行使することができる。ただし、この場合には、総会ごとに代理得 kンを証

する初演を提出しなければならない。 

（株主総会議事録） 

第２０条  株主総会の議事については、開催日時、場所、出席した役員並びに議事の経過の容

量及びその結果等を記載した議事録を作成し、議長及び出席した取締役がこれに署名

又は記名押印して、株主総会に被から１０年間本店に備え置くものとする。 

（取締役の員数） 

第２１条  当会社の取締役は１名以上とする。 

（取締役の資格） 

第２２条  当会社の取締役は、当会社の株主の中から選任する。 

    ２ 前項の規定にかかわらず、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を

もって、株主以外の者から選任することを妨げない。 

（取締役の選任） 

第２３条  当会社の取締役は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する。 

    ２ 取締役の選任については、累積投票によらないものとする。 



（取締役の任期） 

第２４条  取締役の任期は、選任後１０年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。 

    ２ 任期満了前に退任した取締役の補欠として、又は増員により選任された取締役の任

期は、前任者又は他の在任取締役の任期の満了すべき時までとする。 

（代表取締役及び社長） 

第２５条  当会社に取締役が２名以上いるときは代表取締役１名を置き、当該取締役を社長と

する。 

    ２ 社長は、当会社を代表し、会社の業務を統轄する。 

（報酬及び退職慰労金） 

第２６条  取締役の報酬及び退職慰労金は、株主総会の決議によって定める。 

 

 

第５章  計 算 

 

（事業年度） 

第２７条  当会社の事業年度は、毎年１２月１日から翌年１１月３０日までの年１期とする。 

（剰余金の配当） 

第２８条  剰余金の配当は、毎事業年度末日現在における最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主又は登録株式質権者に対して行う。 

 

 

 

 本定款は、現行定款と相違ない。 

 

  令和  年  月  日 

   株式会社明哲貿易 

   代表取締役  加藤 淑子  
会 

社 

代
表
印 


